
放射性物質汚染対策顧問会議 (第 1回)議事次第

平成 23年 8月 25日 (本 )

15:15～ 15:45
於 :官邸 3階南会議室

議事次第

1.開会
2.細野大臣挨拶
3.放射性物質汚染対策顧問会議の開催について
4.原子力被害への対応について
5.その他
6.閉会

配布資料

資料 1 放射性物質汚染対策顧問会議の開催について
資料2 放射性物質の汚染拡大防止に向けた総合的な推進体制の構築

について

資料3 原子力被害への対応について
資料4 放射性物質汚染に関する特別措置法案について
資料5 放射性物質汚染対策の推進のための論点 (メ モ)

(放射性物質汚染対策連絡調整会議での配布資料)



資 料 1

放射性物質汚染対策顧間会議の開催について

1.趣旨
東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故による放射性物質汚染に関し、

汚染地域の除染、がれきの処理、住民の健康調査、汚染の拡大防止に必要な規制

その他の対策について総合的な調整を図るため、原発事故の収束及び再発防止担

当大臣が当該分野に関する専門的知見を有する者に参集を求め、意見を聴くこと

を目的として、放射性物質汚染対策顧問会議 (以下 「顧問会議」という。)を開

催する。

2.構成
(1)顧間会議は、別紙に掲げる者により構成し、原発事故の収束及び再発防止担
当大臣の下に開催する。

(2)原発事故の収束及び再発防止担当大臣は、別紙に掲げる者の中から、顧問会

議の座長を依頼する。

(3)顧問会議は、必要に応じ、関係者の出席を求めることができる。

3。 その他

顧問会議の庶務は、関係行政機関の協力を得て、内閣官房において処理する。
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(別紙 )

(五十音順)

* 神谷 研二  福島県立医科大学副学長
広島大学原爆放射線医科学研究所長

熊谷 進   食品安全委員会委員長代理
東京大学名誉教授

近藤 駿介  原子力委員会委員長
東京大学名誉教授

* 酒井 一夫  独立行政法人放射線医学総合研究所 放射線防護研究センター長
東京大学大学院工学系研究科原子力国際専攻客員教授

* 佐々木 康人 社団法人日本アイソトープ協会常務理事
前 (独)放射線医学総合研究所理事長

代谷 誠治  原子力安全委員会委員
京都大学名誉教授

高橋 知之  薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会放射性物質対策部会委員
京都大学准教授

丹羽 太貫  京都大学名誉教授

*は、 原子力災害専門家グループのメンバー



資料2

放射性物質の汚染拡大防止に向けた総合的な推進体制の構築について

細野大臣の指揮の下、内閣官房副長官補を室長とする「放射性物質汚染対策室」を中心に

各省の連携体制を構築

細野原発担当大臣 放射性物質汚染対策顧間会議
技術的助言

放射性物質汚染対策室

[室長]内閣官房副長官補

[座長]原子力委員会委員長

[メンバー]原子力安全委員会、食品安全委員

会、放射線審議会、原子力災害専門

家グループなどから放射線に関する
専門家を招集

[業務]放射性廃棄物の問題や食に関する放射性物質の問題などを

総合的に統括する司令塔機能

放射性物質汚染対策連絡調整会議

[議   長]内閣官房副長官補
[副 議 長]環境省、内閣府原子力被災者生活支援チーム

[メ ン バー]厚労省、農水省、文科省、国交省、防衛省、総務省など関係省庁



資料3

原子力被害への対応について
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二本松市

4月 22日 までの避難等区域の変遷

難区域 (4月 22日 9:44)

・…④20‐30km屋内退避区域(3月 15日 11:00)
→⑥緊急時避難準備区域(4月 22日 9:44)

・…③20km避難区域(3月 12日 18:25)
→⑤警戒区域(4月 22日 0:00)

・…①10km屋内退避区域(3月 11日 21:23)
→②10km避難区域(3月 12日 5:44)

・…①3km避難区域(3月 11日 2123)

…・A)3km避難区域 (3月 12日 7:45)

・…C)8km避難区域 (4月 21日 11:00)

…`A)10km屋内退避区域 (3月 12日 7:45)
→B)10km避難区域 (3月 12甲 1■39)

弯 締

商オロ馬市

F葛尾村

~計
蠅 鑢

｀`
｀`

学由― 緊急時避難準備区域

司
「鵡
¨

2



鶴

避難区域等の人口及び残留者数
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|    |                 |
計画的避難区域、緊急時避難準備区域が設定されたことを受け、現在の各区域の対象人口の概数を調査し
たところ、以下のとおり。
※平成22年国勢調査速報を基に推計。
※「一部」とある市の人口は、各市町が把握している該当区域の人口の数字を得たもの

田村市

南相馬市

楢葉町

富岡町
(全域20km圏内)

川内村

大熊町
(全域20km圏内)
双葉町

(全域20km圏内)

浪江町

葛尾村

約 600

約 14,300

約 7,700

率,16,000

約 1.100

率,111500

率,6,900

率,19,600

約 300

飯舘村 (全域).
葛尾村 (20km日外)

浪江町 (20km日外)

川俣町 (一部)

南相馬市〈一部 )

広野町 (全域 )

楢葉町(20km日外 )

川内村(20km日外 )

田村市 (一部 )

南相馬市 (一部)・

約01 2oo

約1,300
i縦
11■ 300
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約10
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原子力被災者生活支援チームの設置

福島第一及び第二原発の事故による原子力災害被災者の生活支援が喫緊の課題であることにかん
がみ、「平成23年 (2011年 )福島第一及び第二原子力発電所事故に係る原子力災害対策本部」の下
に、「原子力被災者生活支援チーム」を設置 (3月 29日 )

本部長 :内閣総理大臣

副本部長 :経済産業大臣、

事務総長 :原発事故収東担当大臣

本部員 :

総務大臣、外務大臣、財務大臣、文部科学大臣、厚生労働大臣、

農林水産大臣、国土交通大臣、環境大臣、内閣官房長官、

国家公安委員会委員長、防衛大臣、防災担当大臣、危機管理監

5

原子力被災者生活支援チーム

(7/6時点 )

海江日経産大臣
細野原発事故収東担当大臣
福山官房副長官
山口内閣府副大臣

関係省庁副大臣等
松下経産副大臣

チーム長  :

チーム長代理 :

副チーム長 :
事務局長  :



「原子力被災者への対応に関する当面の取組方針」について

O原子力発電所の事故による被災者の方々及び被災自治体への対応に
かかる当面の課題に対する取組方針について、5月 17日 、原子力災害
対策本部においてとりまとめ
○毎月、各取組事項に関する取組状況を公表

頸 子力被災者への対応に関する当面の取組方針」_

1.東京電力福島第一原子力発電所の事態収東に向けた取組

2.避難区域に係る取組
3.計画的避難区域に係る取組
4.緊急時避難準備区域に係る取組
5.被災住民の安心・安全の確保
6.雇用の確保、農業・産業への支援
7.被災地方公共団体への支援
8.被災者・被災事業者等への賠償
9.ら、るさとへの帰還に向けた取組 6



原子力被災者への対応に関する当面の取組のロードマップ

1.1棘 動       |

数 の
…

=向
けた取狙■■

2 -亀 臼こ係響
3.計画曲饉目区壌 こ係も取饉
4緊 急
…

壌 こ中

6校災住民の■)安全の確保

8.校災春 崚実暑 腱 簿 べ 暖 贈

9‐ ふる社 への帰選に向けた取盟



原子力被災者・ 子ども健康基金

成 23年度二次補正予算案額 78

○ 福島県からの要望も踏まえ、原子力被災者の健康
の確保に万全を期すために必要な事業を中長期的に

実施するための基金を県に創設します。

O本 基金により、全県民を対象とした放射線影響の推
定調査を始めとする健康管理・調査事業を速やかに

講じます。

(参考)内閣府計上分
子ども等に対する放射線影響の防止事業(180億円)

条件 (対象者、対象行為、補助率等)

※基金に対する国費拠出 ※基金を財源とし、

実施計画に基づき健

康管理事業を実施

※専門的知見に基づく助言

事業イメージ

>全県民を対象とした放射線影響の
推定調査の実施。
>避難住民等を対象とした中長期的な
健康調査の実施
>県内の子どもを対象とした中長期的
ながん検診の実施。
>ホールボデイカウンター等による検
査体制の強化

>県内の子どもや妊婦に対する積算‐
線量計(フイルムバッジ)の貸与
>子どもの心身の健康確保事業(サ
マーキヤンプ)等の実施    等

(参考)内閣府計上分

>子どもの多く集まる公園や通学路等の線
量低減事業の実施。

>学校施設における空調設備等の設置支
援の実施。

支援対象事業

資源エネルギー庁

原子力立地・核燃料サイクル産業課

03-3501-6291



【参考 :内閣府計上分】 特別緊急除染事業 (180億円)

除染ガイドライン作成等事業(2億円)

※基金を財源とし、

実施計画に基づき
除染事業等を実施

I』 y,L It

福島県において、現に子どもや住民等が利用している学校、公園等における線量の低
減等を行い、あわせてその検証を行うことにより、原子力災害から子ども等の住民の健
康を確保する。

特別緊急除染事業
※基金に対する国費拠出
※専門的知見に基づく助言

自
治

会
等
一

市

町
村

一

基金

※福島県に創設
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①

②

特別緊急除染事業
・学校・公園等の公共施設や通学路等の線量低減事業
“学校施設における空調設備等の設置支援

除染ガイドライン作成等事業

※ 除染結果 (線量の変化等)の報告

除染ガイドライン作成等事業
福島県の除染活動等の結果を基に、効率的・効果的な手法を分析した上で、ガイドラインの作成、結果分析



原子力被災者への対応に関する当面の取組のロードマップ(7ノ19日段階)鴨
"年
7月 1錮

モニタリング調整会議に基づく各省のモニ●lJング強化GUL森 林、食品(農・林・:野 水勁 、水環境に水道水0

航空機モニタリングの織編実施環境モニ●lJング
の継織的実施

〔鋼 習 鶏 逹 彗〕

緊急時

―

場の空「・H
長率の評饉

放射線量等分積 ップの

作成‐公表

警戒区暑 副踵饉麗鰹区Ю

…

和 測定

放射線量等分積 ップ(3●量測腱マップ、積算線量緑 ゥブ、±
・
鵬踵マップ、

農地土増放射能濃度希 ッつ の師 作成‐公表



「避難区域等の見直しに関する考え方」について

07月 19日に、ステップ1の 目標である「放射線量が着実に減少傾向である」状態
の達成確認。

0東京電力{株)福島第一原子力発電所の原子炉施設の安全確保状況を踏まえ、
「避難区域等の見直しに関する考え方」について8月 9日 、原子力災害対策本部

において取りまとめ。

「避難区域等の見直しに関する考え方」のポイント

1.緊急時避難準備区域は、対象市町村による復旧計画の策定を踏まえ、関係自治体と
も緊密に相談した上で、区域の一括解除を行う。

2.警戒区域及び計画的避難区域は、ステップ2が完了した時点で、区域見直し
について検討を行うが、除染や生活環境の復旧に向けた取組は先行して行う。

3.8月 中を目処に除染に関する基本方針を取りまとめ、関係者の連携の下、徹底的かつ
継続的な除染を実施。

4.今後、相当長期にわたり住民の帰還が困難な区域の存在が明らかになる場合には、
地元自治体と長期的な復興対策の在り方について十分相談し、長期的な対応策を検討。
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「除染に関する.緊急実施基本方針 (案 )」

0被災者のふるさとへのり尋還を一日でも早く実現するために、国、県、市町村、地
域住民が一丸となつて除染を実施するための中期的な方針を示す (8月 中を目

途に取りまとめ予定)。

「除染に関する緊急実施基本方針 (案 )」の骨格

1.除染実施における暫定目標

2.除染の進め方
(1)国の役割
(2)線量の水準に応じた地域別の対応

(ア )避難指示を受けている地域

(イ )その他追加的被ばく線量が概ね年間1から20ミリシーベルトの間の地域

(ウ )追加的被ばく線量が概ね 1ミリシーベルト以下の地域

3.除染に伴つて生じる土壌等の処理

4.県の協力

12



(参 考)市町村が策定する復旧計画の項目のイメTジ

|.住民ノ役所関係

1.住民の移転

2.市町村役場の移転口業務再開

Ⅲ.除染関係 (除染計画の策定 )

5.生活圏等の除染

‖.学校、病院、福祉施設関係

3“ 幼稚園・学校の再開

4.病院・診療所、福祉施設の再開

lV.インフラ・生活基盤関係

6.インフラの復 1日 11.インフラの復旧

7.公的機関ノ公共交通機関の再開

8.生活に必要な民間サービス

9.産業・雇用に関すること 等

13



食品の検査計画、出荷制‐限等の品目・区域の設定・解除の考え方について

<6月 27日改正のポイント>
○ 東京電力福島第一原子力発電所事故から約3ヶ月が経過し、食品からの放射性ヨウ素の

検出レベルが低下。

O一 方、一部食品から暫定規制値を超える放射性セシウムが検出されていること等を踏まえ
、事故直後の放射性ヨウ素の降下による影響を受けやすい食品に重点を置いたものから、

放射性セシウムの影響及び国民の食品摂取の実態等を踏まえたものに充実するもの。

> 国民の摂取量の多い食品を対象品目に追加
> 解除の条件に、放射性セシウムを勘案した条件を追加
>個別品目の取扱いに、茶、水産物、麦を追加。    等

<8月 4日改正のポイント>
○ 牛肉から暫定規制値を超える放射性セシウムが検出されていること及び米の収穫時期が

到来していることを踏まえ、個別品目等の品目を改正。

>牛肉を検査対象品目のうち「暫定規制値を超える放射性物質が検出された品目」に変更
>個 別品目の取扱いとして、牛肉及び米を追加。    等

○食品衛生法に基づく放射性物質の暫定規制値を設定 (平成23年 3月 17日 )。

O検査実績の蓄積を踏まえ、食品の出荷制限等の要否を適切に判断するための「
出荷制限等の品ロロ区域の設定・解除の考え方」を取りまとめ (平成23年 4月 4日 に原子力

災害対策本部にて対応方針として公表)。

Oその後、状況変化を踏まえ、6月 27日 、8月 4日 に改正。
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Ｌ

＼原子力災害対策特Bll措置法に基づく食品に関する出荷制限等
(8月 19日 現在)

福島県

出荷鋼限 怪取叡 lB

原乳 3/21～ :(3市 14町9村彙り

野菜懇

非椰軍籠栞粟類
(ホウレンノウ.●マツチ3)

3/23～ :(2市7町3村難2)

(ホウレンソウ、カキナは3/21～ )
3′ 23～ 1(2市 7町3村豪a)羅諄饉栞栞類

(キャベッ●〕

アプラナ稗の花薔照
げ 壺,,11-勇

"つ
弓ウー●ヽ

カプ

魔木しいた1サ
(織地)

4/13～ :(4驚 7町3村・
3)

4/10～ ,蟻舘村)4/18～ 1(機島市)

4/25～ :(本書市)

原木しいたけ
(臨設織焙)

7/1,年 |(伊鍵ttな冨艶
,/2[[:〈瓢 17)

たけのこ
5/9～ :(2市 1町'つ
三/1[[「(lttl● rl村豪3∫

くさそてつてこご4) 5/0～ :(構島市、彙折町〕

ウメ 囀
一
折
一繰一制師一臨

市
、一市
、

■
一轟

輛
一備

一

．

一

一

．

″
・ん

水産物

イカナゴの稚魚 4/20～ :(全織》 4/20～ 1(1厳萬露)

ヤマメ(■殖を除く。)
プ6～ :(秋元湖.檜麟鶴及び小警‖滋並びに熱 らの期な議入する目,1、 幾通お1(数 ,|との合議点から上流
D部分に限る。)、幅島颯内の翔鐵細‖l(案鐵憲會む.凛び真鮮‖1)

0/17-|(■野川(支驚を含む。))

ウグイ
0/'7～ :〈
=野
川(交流を含む。))

6/27～ :(隅菫限川のうち18夫ダムの下鷺〈支滅を含む。))

アユ(養殖を除く。)
6/27～ :輌漱離川のうち僣棄ダムの下驚く文艤警金む。)、 真野!:1磯鐵書食む。).餃鶴i鴫 (交織書奮
L・。))

肉 4奥 7/19～ :(全鐘 )

千票黒
出磯機 躊 幡 取 額 爾

その他 l      茶 競 r懸 饉楡
躍 響 掛 爾勢 劇 電T=響 凱 ムヽ 椰 り蒻響ν_____

膏 要 j;l猥

出 荷 額 隠 鰺 数 額 隠

その他 茶 遷七島品濯L麟置需L=聾力塑聾型岬と_

冨 環 県

鳳密 機 麗 授取制限

肉 牛肉
r. 7/28～ :(金雛。ただし、熱の定める機構・被豪方麟に基づ書警嬢窓なる牛を除く。)

着手囁
出観 額 策 諄 EI創 疇

肉  i      41由 摯・ 3/:～ :(全燎 )

※1会津著松市、日付市(東京電力株式会社福●露―藤子力彙蠍続から華篠20キ●メートル国内の饉壌)、療機轟節(東京電力株式会社篠島第一暉子力斃縄所から半径2
0キロメートル醸内の医嬢餃びit原簿饉嘉倉字助鸞、珈町難嵩倉寧吹農締、際綺猛富倉字七由、lI町区嵩倉零森、原3藤嘉倉宰特ホ艤、藤町区饉機寧

=台
山、原町区

綺喘宰精力|、 願町餞継嬌字薬師岳、籠町区片倉字抒津及び暉町区大策宇和田城の区壌。)、 曇析町.川候町〈山本晨の区崚に餞る。つ、天栄村、綸校崚村,彙見町、北
塩原村t西会澪町、金津無下町,湯‖l村、柳津鞍、食山町、昭和村、機倉町、三カI鷲、広野町、輸菫BI.霧爾耐.‖ 1内村鑢策亀力株式会抵福島第一懸子力発電所から
半径20キロ‐ トル田内の区崚)、 大厳87、 双穣町、漁江穣,箱層村、鐘舘村

※2田村奪〈東京織力棒斌会社薔轟繁―原子力発電断から學餞20キロメートル田内の区城に限る。).繭相属市(東京電力株式会社福島第一原子力発電断から半篠20キ
0/―トル囲内の区雛菫びに漂釘舞高倉宰勤常、鷹町区書倉宇吹臓峠、原町区高倉宇七由.顔町区議倉宇職.原町区議倉宇結ホ森、原町願襲壌字五台rl.藤町区馬
嬌宇機1:、 原町医轟嬌宇肇師機.療町区片倉宰行津及び藤町医大原字和田機の区崚に限る。).川候町(山ホ量の饉城に鑑る。)、 広野町、輸雛釘、富田8f、 大嬢簿.漱
桑町、漁江町、■:内村、■結村及び饉鑢村

※3伊違市、機轟市、議相轟市、爾舞市(窯策電力株式会社福島第一原子力発電所から半径20キロメートル田内のは織に限る。)、 ‖:畿町、浪江町、双難町、大議釘,構鶉
町、僣錢釘、広野町,饉舘村、事應村及び川内村(東京電力株式会社福島露―鷹子力発電誘から挙饉20キロメートルロ内の区城に限る。)

※4伊遺市、機轟市、三書町
※6綺相轟市`ホ宮市、員折町、1‖僕町.西郷村
※6当腋県において飼養されている牛について、熱外への移動(12舞 機恭濤の牛のものを除く。鍛びと百壌への出荷を注し捜えるよう要請
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原子力災害対策特別措置法に基づく食品に関する出荷制限の指示の実績 (福島県以外の地域):8月 19日 現在

出薔

“

眼

表壇県 衝木■ 瞬島ロ 菫曝 神菫川県 富壇撃 者 : F瞑

金崚   : 地城馴 全壇  :  地燿別 全崚  1  地壇別 全蠣 地壌

"
全崚  :  地壇30 全壌 地壌

"
全重 地壌鵬

原乳
3′お～0/10
解陰

野
ユ

″籠球佳奮薬饉
【ホウレンソウ、コマッナ■,

ホウレンソウ

3/2:～4/17

"餘〈右の地革を除く

3/21-`ノ :
緯臓

驚ま壌市、
高薇市

3/2:″‐4/2'
解陰

3/21～ 4/21

解除
郡須塩鷹市、
■薔町

解障

4/4-4/″

"踪旭市、書取市 .
多古町

カキナ
3/21-4/17
解陰

3/21～ 4/14
解陰

3/21-4/8
解除

.>a>+r.+>ry>t
4,tt>+z

4/4～ 4/22“膊

旭市

`セ

リ 3/23‐‐4/17
解除

4/4～ 4/22解陰

旭市

セ′l・リー 4′4■ 4′22解購

旭市

肉 牛肉

一
一
一

■
々 3/1■|

そ

の
抱

|::|々■::::

肇〒可瀞零
=:● :,/B卒 1::::

‐■場末● ■ ::

::■ ■々 な: :
野口寄ミ咸自tt
バ姉 t口農ft
i蟻 :大●自

|111:幸F111
:=1,/4,■ |:
::●油市●::

0/27■ |

1中■可

※「 ■:::■ ::]の饉所は、出書

“

餞の対拿

/7



原子力災害対策特別措置法に基づく食品に関する摂取制限の指示の実績 :8月 19日現在

晨取口霞

福島県

全壇 地壇用

野

菫

― ―
m(ホウレンソウ、コマツナ0)

右一０
‥・‥

幽
申
一

”
棘 略《

3/23～ 5ノ4解鍮 :(自 河市、いわを市、矢吹町 .●倉町 .矢祭町、嗜町.西椰村、彙崎村、中島村、餃 1:l村 )

口 m

村 .檜校崚村 )

ラぶ
=1尊
彙11輛嘔五 百

`江
爾 覇

“

政
=ガ
静腋】薔島F… 郷弟関貶d籠

"二
聞西内確 量誦引ヨ面ぼ百量調硼

「

F●F区百重諏口邑張 ●●F
区萬倉字七由.尊町区富倉宇森.暉町区富倉率枯ホ轟.凛町区■■字五台山、暉町区

“

場字薇川.暉町颯属場宇●●岳、暉町区片倉宇行澪及び原町区大暉字和
田凛め区壌を摯く。))

3/23■ 3万嬌量:13面市I ttI「 :下、u有薔頓 京電効魯西会社薔ら奮二暉子力発電所から半量20キ●‐ トル■
野町.天栄村、三川付.平田村)

フ藤 ●:3‐4Ft相萬ボ
=な
み下:り]由r沐色雨「桑併薔油 克け

=島
復

'“
未Iあ函崚をぶk"f大

=行
「
~

).●石町.石川町、減
'1:町

、古■言、三●町、■

嗜球性凛菫■ (キャベツ● )
右

3/23～ 4/27解隷1(会諄若松市.■多方市、西会議ar、 磐綸町,繊宙代町、金澤壊下町.●な町、三●●F、 金山●r、 会4員豊ar、 下●町.只■町、曹会4●F.tt層村、瀑lll村、日機
村.檜綾崚村)

3ノ23～ 5/4解 摯 :(椰山市、須賀川市、田村市(東京電力株式会社福島第一軍子力発電所から半径20キロメートル■内の区壌書はく。)、 いわ會市 .餞石町、石川町 .濃川町、古■日、
二事町、小野町、天業村、三川村、平口村)

3/23～ 6′1‐餘 :(槽島市、二本松市、伊遺市、本富市、曇析町、日見町 .‖ :晨町 (山本量のほ軍を篠く。)、 大三村、自Я市、失吹町、日倉町 .矢祭町、■町、西日お、■崎村、中島村、
餃川

")力蜀258百 t斑ぽ積領誦締ぼ蘊猟肇額らF蒻力壼電話1辮 臨箸話認覇露爾溜幕覇層醐需顆覇区
=會
宇七由、日町区

=倉
宇●.暉

"区
富倉宇枯ホ轟、顧町区日嗜宇五

田壇のは壌を諄く。))

″ブラナ科の花■日(プロッつリー、カリ万 ワー等)

3/23-4/27解眸 :(白 河市.矢軟町、日會町、矢祭町、塔町、西■村、彙嗜村、中●村、餃川村 )

3/23～ 5/4解 摯 :(いわさ市 )

3/23-5/11解除 :(3山市 .須賀川市、日村市 (東京亀力株式会社福島第一軍子力彙■所から半餞20キロメートル■内の区壌書綸く。)、 餞石町、石川町、浅
'1町

.古n●r、 三●町、小

野町 .天業村、二川村、平田村 )

3/23～ 5ノ lo解踪:(会澪看松市、●●町、精薔代町.喜多方市、北颯暉村.西会津町、金諄曼鳳町.全津板下町、ヨ川村.●津町、三島町、金山町.昭和村、市会40r、 下●
●I、 檜検

崚村、只見町)

3/23-6/15解除:(麟地町、相

“

市.薇相■市(東京電力株式会社福島露―車子力発電所から半饉20キ●メートル■内の区雄菫びに暉町区薔倉宇助常。原町区高會宇吹二●.暉町

区■●宰七曲、原町猛高倉字轟.暉町区萬倉字枯ホ職、幕町区日場宇
=台
山、暉町区属場宰槙川、原町区島嬌宇菫●岳、顧●FE片倉宇行津及び暉町区大暉宇和

田城の区崚を障く。)、 福員市.二本松市、伊違市、本富市、彙新町、国見町、川優町(山ホ■のE壌を除く。)及び大三村)

瞑木しいたけ(露鑢〕 lA3■ :::::

水

壼

詢
イカナゴの確魚 1/8 0中

Xli:trt:::,lOltrlt.EDgnOtBl

/F



資料3-1

粉塵・浮遊物
河川・海・湖

魚介類

リサイクル |
(セメント、園芸 |

用土、肥料 )

水田

畑

牧草地

コメ

野菜
きのこ

山菜

稲わら、野菜くず、牧草

上下水汚泥
たい肥



区城見直し口住民帰選に向けた進め

ステップ1終了 → 区城見直しに向けた原

原安委助言 (避難区域等の見直しの一般的考え方 )

プラン疇評1面 モニタリンク
゛

「

~~ ~~~~~    |「 …
帰還準備

原子炉施設の  |
学校・病院等
モニタリング

安全性評価

インフラ等
事前調査

自治体要望
追加モニタリング

自治体説明 (緊急時避難準備区域の解除方針/避難区域の見直しの一般的考え方)
l       l    l       l

①原子炉施設の安全性諄価の結果を報告
②避難区城等の見直しの考え方(緊急時避難準備区城の解除、除染方針策定の予定動を決定

T~~~~‐ ‐・~/

市町村において

復旧計画

の策定準備

原安委助言 (緊急時避難準備区域の解除 )

自治体・住民説明

復旧計画の策定

瀦 鵠臨
プラントの評価

詳細なモニタリング
正確な情報提供

帰還に向けた準備
インフラ調査

除染への取組着手

原安委助言

詳細なモニタリング
正確な情報提供

区域の線引き調整

自治体・住民説明

区壌見直しの検討
①警戒区城の縮小の可否
②計目的避難区城の見直し

ヽ

要望に応じて

追加モニタリング

緊急時避難準備区壌を解除
[原災本部決定]

[原災本部決定]



資料 4

平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の
事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法案の概要

放射性物質による環境の汚染への対処に関し、国、地方公共団体、関係原子力事業者等が講ずべき措置等につ
いて定めることにより、環境の汚染による人の健康又は生活環境への影響を速やかに低減する

○国 :原子力政策を推進してきたことに伴う社会的責任に鑑み、必要な措置を実施
○地方公共団体 :国の施策への協力を通じて、適切な役害」を果たす
○関係原子力事業者 :誠意をもって必要な措置を実施するとともに、国又は地方

/AN共
団体の施策に協力

■ il:基本方針の策定 |‐
環境大臣は、放射性物質による環境の汚染への対処に関する基本方針の案を策定し、閣議の決定を求める

基準の設定

1環境大臣は、放射性物質により汚染された廃棄物及び土壌等の処理に関する基準を設定

監視 。測定の実施
国は、環境の汚染の状況を把握するための統一的な監視及び測定の体制を速やかに整備し、実施

‐  放射性物質により汚染された
廃棄物の処理

①環境大臣は、その地域内の廃棄物が特別な管理が
必要な程度に放射性物質により汚染されているお
それがある地域を指定

②環境大臣は、①の地域における廃棄物の処理等に
関する計画を策定

③環境大臣は、①の地域外の廃棄物であつて放射性
物質による汚染状態が一定の基準を超えるものに
ついて指定

④①の地域内の廃棄物及び③の指定を受けた廃棄物
(特定廃棄物)の処理は、国が実施

⑤④以外の汚染レベルの低い廃棄物の処理について
は、廃棄物処理法の規定を適用

⑥④の廃棄物の不法投棄等を禁止

(草榮T竺燿競辱理基憑ヂお襟彙曇傍落置等
① 環境大臣は、汚染の著しさ等を勘案し、国が除染
等の措置等を実施する必要がある地域を指定

②環境大臣が①の地域における除染等の措置等の実
施に係る計画を策定し、国が実施

③環境大臣は、①以外の地域であって、汚染状態が
要件に適合しないと見込まれる地域 (市町村又は
それに準ずる地域を想定)を指定

④ 都道府県矢0事等 (※)は、③の地域における汚染
状況の調査結果等により、汚染状態が要件に適合
しないと認める区域について、上壌等の除染等の
措置等に関する事項を定めた計画を策定

⑤ 国、都道府県矢]事、市町村長等は、④の計画に基
づき、除染等の措置等を実施

⑥ 国による代行規定を設ける

⑦ 汚染土壌の不法投棄を禁止

※政令で定める市町村長を含む

※原子力事業所内の廃棄物,土壌及びその周辺に飛散した原子炉施設等の一部の処理については関係原子力事業者が実施

国は、地方公共団体の協力を得て、汚染廃棄物等の処理のために必要な施設の整備その他の放射性物質に汚
染された廃棄物の処理及び除染等の措置等を適正に推進するために必要な措置を実施

111ヽ運護凋日囃 |‐
―

〇国は
`汚
染への対処に関する施策を推進するために必要な費用についての財政上の措置等を実施

○本法の措置は原子力損害賠償法による損害に1系るものとして、関係原子力事業者の負担の下に実施
○国は、社会的責任に鑑み、地方公共団体等が講ずる本法に基づく措置の費用の支払いが関係原子力事業者
により円滑に行われるよう、必要な措置を実施

検討条項

○本法施行から3年後、施行状況を検討し、所要の措置  ○放射性物質に関する環境法制の見直し
○事故の発生した原子力発電所における原子炉等についての必要な措置



(放射性物質汚染対策関係省庁連絡調整会議での配布資料)資料5

放射性物質汚染対策の推進のための論点

(メモ)

1.除染の実施

①放射線量の水準を踏まえつつ、住宅、道路、公園、農地、

森林、河川、下水道など用地毎に、除染の知見の収集、除

染技術の整理や明確なガイドラインの提示

②国又は自治体が行う除染事業への人的・技術的支援
―福島県における体制強化 (「福島除染推進チーム」の強化)

2.放射性廃棄物の保管・処理の促進

①放射性物質に汚染された廃棄物の処理基準と、土壌等の汚

染基準との相互調整

②放射性廃棄物の中長期的な処分に向けたロードマップの作

成

3.汚染拡大の防止のための規制の調整

①作付制限、出荷制限等と、放射性物資をおびた農畜産物や

食品の規制との間の相互調整

②食品安全対策、風評被害対策の総合的なパッケージの作成

③上記規制と、汚染土壌を除染する際の基準の調整

4.長期的な健康管理

①福島県が実施する長期健康調査に対する支援

②今後の住民健康支援のあり方の検討

(以上 )



放射性物質汚染対策顧問会議 (第 2回 )議事次第

平成 2.3年 11月 2日 (水)

16:00～ 18:00
合同庁舎 4号館121琳胡陰 議室

議事次第

1.開会
2.食品に含まれる放射性物質の食品健康影響評価について

3.食品に係るリスク管理措置について
4.除染作業等に従事する労働者の放射線障害防止対策について

5.低線量被ばくのリスク管理について
6.閉会

配布資料

資料 1 食品に含まれる放射性物質の食品健康影響評価について

資料2 現行の食品の暫定規制値の考え方と実際の被ばく線量の推計
について

資料3 除染作業等に従事する労働者の放射線障害防止対策について

資料4 低線量被ばくのリスク管理について



食品に含まれる放射性物質の食品健康影響評価について

資料 1-1

資料 1-2

食品安全委員会事務局

平成23年 11月 2日

「食品中に含まれる放射性物質の食品の健康影響評価」の概要

(平成23年 10月 27日 食品安全委員会)

食品安全委員会委員長談話

～食品に含まれる放射性物質の食品健康影響評価について～

(平成23年 10月 27日 食品安全委員会)



「食品中に含まれる放射性物質の食品健康 響評 」の概要

品健康影響評価として、生涯における追加(※0の累積の実効線量がおおよそ100msv以上で放射線によ

健康影響の可能性(※η
※η自然放射線(日本平均約1.5mSv/年 )や、医療被ばくなど通常の一般生活において受ける放射線量を除いた分

※2)健康影響が見いだされる値についての疫学データは錯綜していたが、食品分野のリスク分析の考え方(科学的知見の確実性や、

健康影響が出る可能性のある指標のうち最も厳しいものの重視等)に基づいておおよそ100mSVと判断したもの

Oそ のうち、小児の期間については、感受性が成人より高い可能性{甲状腺がんや白血病)(※鋤
※3)被ばく線量の推定等に不確実な点があるが、チェルノブイリ原発事故の際、周辺住民の小児について、自血病のリスクが

増加した、被ばく時の年齢が低いほど甲状腺がんのリスクが高い等の疫学データ有り。

0 100mSv未満の健康影響について言及することは現在得られている知見からは困難

⇒ 今後のリスク管理{食品の規制値の設定等)は、評価結果が生涯における追加の累積線量で示されている

ことを考慮し、食品からの放射性物質の検出状況、日本人の食品摂取の実態等を踏まえて行うべき

主な疫学データによる放射線の健康影響

| | 11,■

500mSv

100mSv

ブ
/

「放射性物質に関する緊急とりまとめ」(3月 29日 )と 「食品中に

含まれる放射性物質の食品健康影響評価」(10月 27日 )との比較

緊急とりまとめ

(3月 29日 )

評価

(10月 27日 )

期間 緊急時(年間線量)
暦急時・平常時を通じた

L涯の追加の累積線量

対象核種
・線量

ヨウ素(甲状腺等価線ヨ
ЮmSv(実効線量2mSv

旧当))

ヒシウム(実効線量
,mSv)

腱品健康影響評価として、
女射性物質合計の実効
泉量でおおよそ100msv
以上 (※ )

主要な

論拠

ヨ際機関{lCRP等 )の緊
訳時対応に関する見解

女射線による健康影響の
質学データ
※食品由来限定の疲学データ

ド極めて少なかつたため、外部
歯:fく +=合めf‐データ+=構口ヽ

※ ウランは放射線による健康影響より、化学物質(重金属)としての毒性の方

がより低用量で現れることから、他の核種とは別に、耐容一日摂取量を0.2μg

/Kg体重ノ日,と設定。

・／10mSv

25mSv以上でがんによ
リスクの増加が統

100mSvではtll的に有

量の推定等に不確実な

、チェルノブイリ周辺住民

小児について

白血病のリスクが増加

被ばく時の年齢が低いほど、

甲状腺がんのリスクが高い

※比較のため組織吸収線量(mGy)は 等価線量(msv)に換算して記載



資料1-2

平成 23年 10月 27日

食品安全委員会委員長談話

～食品に含まれる放射性物質の食品健康影響評価について～

1 厚生労働大臣から要請があつた放射性物質の食品健康影響評価について、
食品安全委員会として、専門家による国内外の数多くの知見の調査審議、国

民の皆様からの御意見・情報の募集を経て、本日、評価結果をとりまとめま

した。

2 今回の食品健康影響評価は、食品安全委員会として、現時点の科学的知見 |
に基づき、客観的かつ中立公正に評価を行つたものです。「食品に関して年間

何msvまでは安全」といった明確な線を引いたものにはなりませんでしたが、

現在の科学においてわかっていることとわかっていないことについて、可能

な限りの評価を示したものです。評価に当たっての基本的な考え方、評価の

概要、判断根拠等の概略は別紙のとおりです。

3 今後、本評価を踏まえ、食品からの放射性物質の検出状況、日本人の食品
摂取の実態等を勘案しながら、リスク管理機関において適切な管理措置がと

られることを期待しています。

4 3000通 を超える御意見や情報が寄せられましたが、これはこの問題に
対する国民の皆様の強い関心や不安の表れと受け止めています。食品安全委

員会としては、頂いた御意見等を真摯に受け止め、国民の皆様の判断の一助

となるよう、引き続き、できる限りの科学的な情報を提供していくとともに、

リスク管理機関とともに丁寧なリスクコミュニケーションに努めてまいりま

す。



(別紙 )

1 今回の評価の

福島第一原子力発電所の事故に伴う食品の放射性物質による汚染に関し、

平成 23年 3月 17日 から厚生労働省で食品衛生法上の暫定規制値を設定し、

管理が行われている。この暫定規制値は、緊急を要するために食品安全委員

会の食品健康影響評価を受けずに定めたものであつたことから、 3月 20日

の厚生労働大臣からの諮問を受け、食品安全委員会では3月 29日 に緊急と

りまとめをまとめた。その後、残された課題について、4月 21日 から放射

性物質の専門家等を含めた「放射性物質の食品健康影響評価に関するワーキ

ンググループ」において緻密で詳細な審議が行われた。国内外の放射線影響

に関する非常に多くの文献にあたりながら、 9回のワーキンググループ会合

を重ねて食品健康影響評価書案がとりまとめられた。 7月 29日 から8月 2

7日 まで御意見・情報を募集し、国民の皆様から3ooo通 を超える御意見 0

情報が寄せられた。その中には文献とともに寄せられたものもあり、それに

ついてはその文献にあたり精査した。その結果、評価結果自体に影響を及ぼ

すような御意見・情報は確認できなかったため、 10月 27日 の食品安全委

員会において、最終的に評価書をとりまとめた。

2 食品健康影響評価の基本的考え
食品安全委員会の食品健康影響評価を行 うに当たつての基本的考え方は次

のとおりである。

(1)食品健康影響評価は、食品の摂取に伴 うヒトの健康へ及ぼす影響につい

て評価を行 うものであって、緊急時であるか、平時であるかによつて、科

学的な評価の基準などが変わる性格のものではない。

(2)食品健康影響評価は、食品分野のリスク分析の考え方 (リ スクの評価と

管理の分離、科学的知見の確実性や健康影響が出る可能性のある指標のう

ち最も厳しいものの重視等)に基づき安全側に立って実施するものである。

3 今回の評価の概
食品の健康影響評価として、現在の科学的知見に基づき、食品からの追加

的な被ばくについて検討した結果、放射線による健康への影響が見いだされ

るのは、通常の一般生活において受ける放射線量を除いた生涯における追加

の累積線量として、おおよそ 100msv以上と判断した。そのうち、小児の期間

については、甲状腺がんや白血病といつた点で感受性が成人より高い可能性

があるとした。また、100mSv未満の健康影響について言及することは困難と

判断した。



前述のとおり、この値はあくまで食品のみから追加的な被ばくを受けたこ

とを前提としているが、この根拠となった科学的知見については、収集され

た文献に内部被ばくのデータが極めて少なく評価を行うには十分でなかった

ため、食品健康影響評価に採用し得るものとして、外部被ばくを含んだデー

タも用いて検討した。しかしながら、これは外部被ばく自体の評価をしたも

のではない。今回の評価は、食品安全委員会が、国の健康影響評価機関とし

て、「内部と外部とを合計して生涯 100msvで リスクがある」と評価したわけ

ではなく、外部被ばくなどの食品以外からの被ばくについては、しかるべき

機関において適切な措置を講ずべきものと考えている。また、食品安全委員

会として、 ICRP勧 告等を受けて我が国で講じられてきた外部被ぼくへの

対応の変更や見直しを提起しているものではない。

4 今回の評価に当たつての判断根拠等につい

(1)日 常自然に浴びる放射線を超えた追加的な被ばくにより健康上の影響が

見いだされる数値的データは錯綜 していたが、食品については、食品分野

の リスク分析の考え方に基づき評価するとい うのが食品健康影響評価の

基本的考え方である。このため、科学的には瞬間的な被ばくをした場合に

比較して、慢性的・低線量の被ばくをした場合は、影響が小さいとする知

見の存在も承知 しているが、様々な知見が存在 している中、食品健康影響

評価に採用 し得る知見がなかったことから、今回はその点を考慮せずに評

価を行つた。また、インドにおける慢性的・低線量被ばく (累積吸収線量

が 500mGyに相当)に関する研究結果は疫学データとして信頼に足るもの

であったが、食品分野のリスク分析の考え方に基づき、広島
。長崎の被ば

くデータを援用 し、「生涯における追加の累積線量としておおよそ 100mSv

以上」を食品に関する健康影響評価 として結論づけること,が適当であると

の判断を行つたものである。

※ インドの高線量地域 (低線量・低線量率被ばくによる累積吸収線量が 50omGy相 当に達す

る住民が存在)で発がんリスクの増加がみられなかつたとする信頼に足る文献があったが、

食品健康影響評価に採用し得るデータとして広島。長崎の疫学データを援用した。

※ 広島。長崎の被ばくにおける疫学調査を援用し、食品健康影響評価として、おおよそ 100msv

以上の被ばくにおいて放射線による影響が見いだされると判断した。

※被ばく時間については、高線量率で短時間に照射することにより得られる影響と比べて、

同じ種類の放射線を線量率を下げて時間をかけて照射した場合には影響が減弱するという

知見の存在を食品安全委員会も認識しているが、食品健康影響評価に採用し得る定量的な

知見が乏しかつたため、その点を捨象した。
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(2) 「おおよそ 100msv」 は、

① おおよその値である。また、閾値ではない。なお、100mSv未満の健康

影響については、放射線以外の様々な影響と明確に区別できない可能性

や、根拠となる疫学データの対象集団の規模が小さいことや曝露量の推

定の不正確さなどのために追加的な被ばくによる発がん等の健康影響を

証明できないという限界があるため、疫学的知見からは健康に影響があ

るともないとも言えず、言及は困難と判断した。

つまり、おおよそ 100msvと は、健康への影響が必ず生じるという数値

ではなく、食品について、リスク管理機関が適切な管理を行うために考

慮すべき値である。

② 食品については、緊急時や平時を問わない評価の値である。

③ その値は、食品からの被ばくを軽減するための行政上の規制値 (介入線

量レベル)ではなく、放射性物質を含む食品の摂取に関するモニタリン

グデータに基づく追加的な実際の被ばく量について適用されるものであ

る。

5 リスク管理との関係につい

(1)本年 3月 29日 にまとめた食品安全委員会の「緊急とりまとめ」は、緊

急時における取扱いを示したものであり、累積線量で示した今回の考え

方は、緊急時の対応と矛盾するものではない。

(2)リ スク管理機関が、緊急時や平時の判断を行い、実行可能性や国際機関

における対応その他の事情を勘案して、適切なリスク管理を行えば、生

涯の累積線量としておおよそ 100mSvを 超える措置を講じることも想定さ

れる。このようなリスク管理は、今回の評価結果と矛盾するものではな

いと考えられる。

(3)今後、本評価を踏まえ、食品からの放射性物質の検出状況、日本人の食

品摂取の実態等を勘案しながら、リスク管理機関において適切な管理措

置がとられることを期待している。

(4)食品安全委員会としては、国民の皆様の判断の一助となるよう、引き続

き、できる限りの科学的な情報を提供していくとともに、リスク管理機

関とともに丁寧なリスクコミュニケーションに努めていく。



資料2

食品中の放射性物質の新たな規制値の設定について

平成23年 11月 2日
【厚生労働省提出資料】



現行の食品の暫定規制値の考え方
食品衛生法に基づく放射性物質に関する暫定規制値の設定は、以下のような考え方により実施されている。

(1)①食品からの被ばくに対する年間の介入線量レベル(=5mSv/年 )(注 1)を設定し、
②これを食品カテゴリーごとに割り当て(=5カテゴリーごとに各々lmsv/年 )たうえで、

③日本人の平均的な食生活を前提とした摂取量(例 :成人の飲料水であれば、1.65L/日。)により、1年間摂取

し続けるに際し、当該食品が全て同様な濃度で汚染されているものとした場合(注2)に、設定した線量レベル

(=食品カテゴリーごとにlmSv/年 )を超えないような限度値(Bq/kglを算定する。
(注 1)ICRPの Pub.40(1984)に おいて、事故後の飲食物摂取制限に関する介入レベルを実効線量5mSv～50mSv/年の間とすべきとしていることを踏まえ、

原子力安全委員会は下限レベルである5mSv/年を採用したもの。

(注2)放射性セシウムについては、食品の他地域からの流通等を踏まえ、「当該食品が全て同様な濃度で汚染されている」のではなく、「当該食品の半分

は汚染されておらず、半分が同様な濃度で汚染されている」ものとして、算定している。

(2)限度値の算定は、成人、幼児、乳児のそれぞれについて、摂取量や感受性にも配慮したうえでこれを行い、この3つ

の限度値の中で最も厳しい数値(最小値=飲料水であれば成人の201)につき、適宜端数の切捨て等を行つたうえで、
全年齢を通じて適用させる暫定規制値として設定した。

例)現行の暫定規制値における、放射性セシウムに係る規制値の設定方法

食品カテゴリー
年代別に摂取量と感受性を考慮し限度値(Bq/kg)を算出

介入線量
5ミリう′ローバリレト/」牢※

I

l tmSv
I

i lmSv

, tmSv
ir lmSv

, LmSv

※許容線量5 mSv/年という数値は、暫定規制値が準用している原子力安全委員会策定の「飲食物摂取制限に関する指標」に基づいており、今後
新たな規制値を設定する際には、許容線量をどのようにするかが課題となる。なお、食品の国際規格策定機関であるコーデックス委員会では、原
発事故後に適用するガイドライン値について、1989年には5 mSv/年、2006年にはl mSv/年を超えないように設定している。          1

牛乳・乳製品

各食品カテゴリーに
1ミリシーベルトずつ割当て



実際の被ばく線量の推計について
～薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会 放射性物質対策部会作業グループ(線量計算等)による検討～

○食品中の放射性物質のモニタリング検査で得られた平成23年 8月 31日までの測定データと食品摂取量の

データを用いて、年齢階層※1ごとに原発事故発生以降の流通食品由来の被ばく線量を推計※
2した。

※1 年齢階層:決定論的な方法(全年齢、妊婦、小児、胎児、母乳のみ摂取する乳児)

確率論的な方法(6歳以下、7-12歳、13-18歳、全年齢)

※2推計方法:決定論的な方法(モニタリング検査結果の中央値の濃度の放射性物質を含む食品を、国民の平均的な摂取
量で継続して食べたと仮定した場合の被ばく量を算出)

確率論的な方法(モニタリング検査結果からランダムに選択した濃度の放射性物質を、ランダムに選択した

摂取量と掛け合わせた被ばく量)

○今回の推計では、

(1)放射性カリウムなどの自然放射性物質の摂取による年間実効線量(日本平均)が0.4mSv程度であるのに

対し、

(2)いずれの推計方法でも追加の被ばく線量が0.lmSv程度 (中央値 )になると推計されることから、

この間の食品からの実際の被ばく線量は、相当程度小さいものに留まる、と評価することができる※
3。

また、より高い濃度(90パーセンタイル値 :上位10%の区切りに該当する値)の食品を継続して摂取する

ことを想定した場合でも、0.2mSv程度となる。

※3 この推計は、データの取扱い等に関し、例えば以下のような推計値の変動要因を含むものである。
・8月までの実績データをベースに1年分の推計を行うに際し、9月 以降のデータについては8月 のデータを当てはめてい

るため、今後、東京電力福島第一原子力発電所からの大きな放射性物質の追加放出がない限り、低減していくと思わ

れる線量を8月のデータのまま仮置きしている(過大評価の要因)

・推計に使用したモニタリングデータは、福島県産のデータが約3割を占めている(過大評価の要因)

・収穫期前などの理由で未測定の食品については、OBq/kgと扱つている(過小評価の要因)

・不検出のデータは一律10Bq/kgとして扱つている(過大評価の要因)等                   2
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1現在の暫定規制値は、食品から許容することのできる線量を、放射性セシウムでは、年間
5ミリシーベルトとした上で設定している3
この暫定規制値に適合している食品は、健康への影響はないと一般的に評価され、安全は確保

されているが、厚生労働省としては、よリー層、食品の安全と安心を確保するため、来年4月を目途に、

一定の経過措置を設けた上で、許容できる線量を年間1ミリシーベルトに引き下げることを基本として、

薬事・食品衛生審議会において規制値設定のための検討を進めていく。

2年間1ミリシーベルトとするのは、
① 食品の国際規格を作成しているコーデックス委員会の現在の指標で、年間1ミリシーベルトを

超えないように設定されていること

② モニタリング検査の結果で、食品中の放射性セシウムの検出濃度は、多くの食品では、時間の経過

とともに相当程度低下傾向にあること

から、国民の皆さまの御意見の大勢を踏まえ、多くの専門家の御意見も伺つた上で、判断したもの

である。

3 今後、こうした考え方を基本として、
① 子どもへの影響について具体的にどのような配慮を行うか

② 規制値を設定する際の食品のカテゴリーとその割り当て方法をどうするか

③ 放射性セシウム以外の放射性元素の取扱いをどうするか

等について科学的知見に基づく検討を進めていく。

3



モニタリング検査における放射性セシウムの暫定規制値超過割合

品目 超過割合

福島県 その他

3月 ～6月 7月 ～9月 3月
～
6月 7月 ～9月

inrlE - tl--*d 3∞Bq/kg超 100Bq/kgu =ttltl,D- la--& 300Bq/kgm tn'nlrr^A.-& _■コ t00Bq/kgE td o^/L-*tr =  6- tt--fr 3∞Bq/kge rffrn^/L-g
'VV‐Ч

′n3圧 ′VVpヽγ nじ田 :υυDq′ KEE
'VV‐Wnじ ロ

IWDq′ ¬g′田 :UUDq/KgtB

牛乳

超過数/検査

件数

(超過率 )

0/285

(0%)

1/285

(0.4%)

1/285

(0.4%)

0/137

(0%)

0/137

(0%)

0/137

(0961

0/283

(0%) ］０ ］⑪
0/338

(0%)

0/338

(0%)

0/338

(0%)

牛肉

超過数/検査

件数

(超過率 )

1/47

(2.1%)

3/47

(6.4%)

13/47

(27.7%)

56/1165

(4.8%)

72/1165

(6.2"

122/1165

(10.5%)

0/12

(0%)

0/12

(0%)

0/12

(0%)

77/8519

(0.9%)

192/8519

(2.3%)

663/8519

(7.8%)

米

超過数/検査

件数

(超過率 )

…/…

(― )

…/―

(― )

―/―

(― )

0/669

(0%)

0/669

(0%)

1/669

(0.1%)

―/…

(― )

―/―

(― )

―/―

(― )

0/2061

(0%)

0/2061

(0%)

1/2061

(0%)

茶

超過数/検査

件数

(超過率 )

1/1

(100%)

1/1

(100%)

1/1

(100%)
崚
硼

0/2

(0%)

2/2

(100%)

42/301

(14%)

102/301

(33.9%)

172/301

(57.1%)

29/187

(15.5%)

56/187

(29.9%)

119/187

(63.6%)

キノコ類

超過数/検査
件数
(超過率)

38/212

(17.9%)

55/212

(25.9%)

88/212

(41.5%)

15/342

(4.4%)

25/342

(7.3"

47/342

(13.7%)

８

　
％

／

０

０

＜

0/87

(0%)

4/87

(4.6%)

2/175

(1.1%)

2/175

(1.1%)

12/175

(6.9%)

魚介類

超過数/検査
件数
(超過率)

51/327

(15.6%)

79/327

(24.2り

167/327

(51.1%)

55/872

(6.3%)

107/872

(12.3%)

336/872

(38.5%)

4/487

(0.8%)

15/487

(3.1%)

34/487

(7%)

5/705

(0.7%)

6/705

(0.9%)

32/705

(4.5%)

上記以

外

超過数/検査

件数

(超過率 )

179/1853

(9.7%)

248/1853

(13.4%)

399/1853

(21.5%)

13/2595

(0.5%)

33/2595

(1.3つ

104/2595

(4%)

29/2478

(1.2%)

55/2478

(2.2%)

176/2478

(7.1%)

8/2551

(0.3%)

17/2551

(0.7%)

60/2551

(2.4%)

合計

超過数/検査

件数

(超過率 )

270/2725

(9.9%)

387/2725

(14.2%)

669/2725

(24.6%)

139/5782

(2.4%)

237/5782

(4.1%)

612/5782

(10.6%)

75/3648

(2.1%)

172/3648

(4.7%)

386/3648

(10.6%)

121/14536

(0.8%)

273/14536

(1.9%)

887/14536

(6.1%)

4



海外における食品中の放射性物質に関する基準値の比較

核種

コーデックス

CODEX/STAN

193‐ 1995

EU
Regulol:on(EurOtom)

No 3954/8ア

米国

Comp‖once Poncy

Cuide Sec.560。 750

日本

食品衛生法の

暫定規制値

ストロンチウム

(90S) 寧L幼児用食品 100
-般食品   100
(ス トロンチウム、

放射性∃ウ素等の和

として)

平L幼児用食品  75
乳製品    125
-般食品   750
飲料水    125

160

ストロンチウムの寄

与を含めた指標を

セシウムで示す

放射性ヨウ素

(131:)

寧L幼児用食品  150
乳製品        500

-般食品   2′000

飲料水     500

170

飲料水   300
牛乳・乳製品    300

野菜類   2′000

(根菜、芋類を除く。)

魚介類  2,000

放射性セシウム

(134cs′
137cs)

FL幼児用食品 1′000

-般食品  1,000

乳幼児用食品  400
乳製品       1′000

-般食品   1′250

飲料水    1′000

1′ 200

飲料水   200
牛乳`乳 製品    200

野菜類   500
穀類    500
肉'll.魚 。その他 500

ブルトニウム、

アメリシウム等

(239Pu′
241Am)

軍L幼児用食品  1
-般食品   10

手L幼児用食品   1
7L製品     20
-般食品    80
飲料水     20

平L幼児用食品  1
飲料水    1
牛乳・乳製品    1

野菜類    10
穀類    10
肉'卵 ・魚。その他 10

規制値の適用

・乾燥や濃縮食品は、

摂取する状態の食

品に戻して適用
。少量消費のスパイ

スは希釈係数 10
を用いる

'摂取する状態の食品

に対して適用

・乾燥や濃縮食品

は、摂取する状態

の食品に戻して

適用

・少量消費のスパイ

スは希釈係数

10を用いる

流通の各段階に対

して適用

単 :Bq/kg

※ コーデックスについては、介入レベル l mSvを採用し、全食品のうち 10%までが汚染エリアと仮定。
※ E∪については、追加の被ば<線量が年間 l mSvを超えないよう設定され、人が生涯に食べる食品の

10%が規制値相当汚染されていると仮定。

※ 米国については、預託実効線量 5mSvを採用し、食事摂取量の 30%が汚染されていると仮定。
※ チェルノブイリ原発事故のあつた旧ソ連のベラルーシでは、事故発生時は高い暫定規制値が設定された

(食品のみではな<、 外部被ば<・ 内部被ば<全体の被ば<限度を事故 1年目に 100 mSvと設定)が、

その後、規制値は段階的に下げられ、1992年には食品中からの内部被ば<が年間 1ミリシーベルトを越

えないよう設定されている。放射性セシウム (137cs)は、例えば、ベラルーシではパンとバン製品、野菜

は 185 Bq/kg、 ウクライナではパンとバン製品は 20Bq/kg、 野菜は40 Bq/kgと設定されている)。



主な論点と対応の方向

〇 以下の点を考慮し年間1ミリシーベルトとしてはどうか
・食品の国際規格を作成しているコーデックス委員会の現在の指標

では、年間1ミリシーベルトを超えないように設定されていること
ロモニタリング検査の結果を確認すると、食品中の放射性セシウム

の検出濃度は、多くの食品では、時間の経過とともに相当程度

低下傾向にあること

○ 許容できる線量 (介入線量レ
ベル)について

暫定規制値は、原子力安全委員会の「飲食物

摂取制限に関する指標」に基づいており、緊急時
の値として放射性セシウムは、年間5ミリシーベ

ルトになつている

○ 検査の実効性の観点から、規制値は放射性セシウム (セシウム134
及びセシウム137)を中心として設定する
○ その他の放射性核種による影響は、食品中における放射性セシウ
ムとの比 (スケーリングフアクタ)を用いることによつて考慮してはどうか

O放 射性ヨウ素の検出は無くなつているので、現在の状況が継続する
ならば必要ないのではないか

○ 規制値設定対象核種について

暫定規制値は、「放射性ヨウ素」「放射性セシ

ウム」「ウラン」「プルトニウム及び超ウラン元素の

α核種」に規制値を設定

適切な食品区分のあり方についてどのように考えるか

食品加工 (濃縮、除去、乾燥等)による放射性核種濃度の変化に

ついて考慮し、実際に規制を行う性状についてどのように考えるか

○ 規制値を設定する食品区分と

その取扱いについて

暫定規制値は、「飲料水」「牛乳・乳製品」「野菜

類」「穀類」「肉・卵・魚・その他」の5区分に規制値
を設定

○ 内閣府の食品安全委員会の食品健康影響評価書において、「小児
の期間については、感受性が成人より高い可能性(甲状腺がんや白血

病)」が指摘されたことや各方面からの意見を踏まえ、具体的にどのよ

うな配慮を行うべきか

○ 子どもへの影響に対する具体
的な配慮について
暫定規制値は、年代別に、放射線への感受性や

摂取量を踏まえて限度値を算出し最も厳しい値を

採用。100Bq/kgを超えるものは、乳児用調整粉

乳及び直接飲用に供する乳に使用しない

これらの他、新たな規制値において経過措置設ける際の対象とする食品や期間についても検討課題。



食品中の放射性物質に関する規制値の見直しに係るスケジュール見込

[○
食品安全委員会の食品健康影響評価書の厚生労働大臣への答申(10月 27日

LO rll亨
山厚生労働 大 Eが、閣僚 懇談会で、                (10早

三
8日 )  

〕

|○
薬事・食品衛生審議会の議論を踏まえ、厚生労働省において規制値の案を作成

○ 厚生労働省の薬事・食品衛生審議会への諮問・答申

[9厚 生労働大臣から放射線審議会 (文部科軍省)への諮問
・答申          __J

○ パ の実施 0への通 の実施等

〔
○ 規制値案の告示0/At布 : 「三         |

|○ 規制値
の施行 (平成24年 4月 予定)‐



資料 2(参考)

食品摂取による被ばく量の推計結果

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会

放射性物質対策部会作業グループ (線量計算等)

【目的】

東京電力福島第一原子力発電所事故に対する、今後の食品のリスク管理のあ

り方の検討に資するために、これまでに得られている食品中の放射性物質の測

定値から日本国民が摂取した食事由来による放射性物質の量とそれによる預託

実効線量1(以下「線量」という。)を推定する。

【方法】
1.推計対象とした集団
対象の集団は、決定論的な被ばく量の推計方法では、「全年齢」、「妊婦」、「小

児」、「胎児」、「母乳のみ摂取する乳児」とした。また、確率論的な被ばく量

の推計方法では、「6歳以下」、「7-12歳」、「13-18歳」「全年齢」を対象とし

た。

2.計算に用いた食品中の放射性物質の濃度
食品中の放射性物質濃度は、事故発生から平成 23年 8月 31日 までの期間で

厚生労働省が集約し、公表したデータ (以下「モニタリングデータ」という。)

を用いた。検出限界以下であったモニタリングデータは Cs-134,Cs-137と も一

律に 10BQ/kgと仮定し、モニタリングデータがないものは濃度をOBq/kgと仮定

した。また、 (1)暫定規制値を超えたものと(D福島県産の魚介類は出荷されて

いない食品であるため解析から除いた。

3.計算に用いた日本国民の摂取量
食品の摂取量は、平成 22年度に厚生労働省医薬食品局食品安全部基準審査課

の委託調査として、(独)国立健康・栄養研究所がとりまとめた「食品摂取頻度・

摂取量調査の特別集計業務・報告書」iを用いた。摂取量の食品区分は同報告書

の中の小分類を用いた。摂取量分布は、国民健康栄養調査結果を国立医薬品食

品衛生研究所の松田りえ子食品部長が分析した結果と青森県における乳幼児の

食品摂取の実態を調査した (財)環境科学技術研究所環境動態研究部の五代儀
貴研究員の結果liを用いた。

1体内に取り込まれた放射性核種が将来にわたって線量を与えることを考慮し
た実効線量。

1



4.食品中の放射性物質の摂取による被ばく量の推計方法

被ばく量の推計方法としては、以下の2つの方法を行った。

4.1 決定論的な被ばく量の推計方法
決定論的な被ばく量の推計方法とは、特定の放射性物質濃度 (代表値)の食

品を国民の平均的な摂取量で食べ続けたと仮定した場合の月あたり (も しくは

年あたり)の被ばく量を推計する方法とする。今回の試算では、食品の放射性

物質濃度として、食品区分毎に食品中の放射性物質濃度の中央値を求め線量計

算に用いた。また、実際に起こる可能性は低いが、高濃度の食品を継続して食

べるという安全側の想定 (注)と して90パーセンタイル値の放射性物質濃度で

も計算した。

注)食品中の濃度は正規分布していないことから、代表値として算術平均で

はなく中央値を用いている。このことは、100人の集団で線量順に並べた場合

に 50番目の人が受けているであろう線量を推計していることを意味する。90

パーセンタイル値はそれぞれの食品区分で得られた濃度データの上から 10%

の区切りに該当する値である。全ての食品区分で 90パーセンタイル値の食品

を継続して食べると言うことは考えにくく安全側の設定になると考えられる。

4.2 確率論的な被ばく量の推計方法 (注 )
確率論的な被ばく量の推計方法とは、ある個人が摂取する放射性物質の濃度

を実測値からランダムに選択し、また、摂取量も国民の摂取量の分布からラン

ダムに選択し、これらの値を掛け合わせて計算される仮想的な被ばく量を 1,000

人分算出し、その中央値及び90パーセンタイル値を線量の予測値とする方法と

する。

注)個人が受ける被ばく量は、摂取する食品の重量 (摂取量)とその食品

の放射性物質濃度のかけ算によって決まる。しかしながら、個々人の食品の

摂取量には個人差があり、また、放射性物質濃度も食品毎に異なる。こうし

た個人差を考慮した線量の推計を行う方法として確率論的方法がある。

確率論的方法では、個人差のある値を、乱数を用いて推計する。(個人差

のある値を、それを決定するモデルを用い、そのモデルで使われる変数の分

布を仮定し、乱数を用いて仮想的にその変数を決定することで線量分布を推

計する。)



5。 その他の推計に用いた前提など

5。 1 線量換算係数
線量 (mSv/月 もしくは mSv/年)への換算係数は、原子力安全委員会「環境放

射線モニタリングに関する指針」(平成 20年 3月 )に示されているものを用い

た。放射性ヨウ素は、I-131の換算係数を用い、放射性セシウムは、Cs-134,Cs-137

の平均を用いた。胎児と母乳を摂取する乳児は ICRPの Pub.88と Pub。 95で示さ

れている値を線量換算係数として用いた。

5.2 推計期間
線量は 3月 、4月、5月 、6月 、7月 、8月 のそれぞれのモニタリングデータ

をそれぞれ 1月間摂取した場合とそれらに基づき年間摂取を仮定した場合の 2

通りで計算した。年間摂取を仮定した計算では、9月以降は 8月 のデータを用い

た。なお、妊婦と胎児は 9ヶ 月間の摂取を仮定した。

5.3 評価対象核種
摂取放射性物質は、I-131と Cs-134,Cs-137に 関して集計し、I-131を放射

性ヨウ素とし、Cs-134と Cs-137を合算したものを放射性セシウムとした。放射

性ヨウ素は、それぞれの食品群で用いた濃度が物理的半減期に従い経時的に減

衰するとした。放射性セシウムでは物理的な減衰は考慮しなかった。

5。 4 特定の食品の取扱い
加工食品は測定値があるものについて利用した。加工食品のうちお茶は生茶

葉 10gで 300mlの飲用茶になり、生茶葉の放射性セシウムの 6割が飲用茶に移

行すると仮定した。
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【結果】        ｀

1. 決定論的な線量推計 (摂取量は全国の平均値を使用)

(1)A.平成 23年 3月～8月 の 6月 間の実測値による線量推計

A:中央値濃度の食品を継続して摂取していた場合

注) 90パ ーセンタイル濃度の食品を継続して摂取するという状況は、通常の生活を

していれば想定しにくい安全側の推計である。

(A,Bに共通する注記 )

*小児 :1歳～6歳
*妊婦の食品の摂取量 (代表値)は、全年齢集団に比べ少ないので線量が小さく

なっている。

*年 間合計における胎児及び妊婦の推計値は、妊婦及び胎児は妊娠期間中 (9

ヶ月)の推計値。

摂取期間 全年齢
集団の特性

妊婦 小児 治児 乳児 (母乳摂取のみ)

3月 0.012 0.OH 0.036 0.024 0.021

4月 0.007 0.006 0.013 0.007 0.005

5月 0.007 0.006 0。 013 0.007 0.005

6月 0.008 0.007 0.008 0.003 0。 001

7月 0.009 0.008 0.009 0.004 0。 002

8月 ィ 0.008 0.007 0.008 0.003 0.001

3～ 8月 の合計 0.051 0.045 0。 087 0.048 0.035

年間合計 0.099 0.066 0.135 0.057 0.041

B。 90パーセンタイル濃度の食品を継続して摂取していた場合 ③

摂取期FFl 全年齢
集団の特性

妊婦 小児 胎児 乳児 (母乳摂取のみ)

3月 0.041 0.035 0.076 0.092 0.082

4月 0.026 0.022 0.049 0.036 0.029

5月 0.026 0.022 0.021 0.012 0.007

6月 0.023 0.020 0。 022 0.013 0.007

7月 0.016 0.014 0.OH 0.006 0.003

8月
ｎ
ｕ

α
Ｕ

ｎ
ｕ 0.013 0.013 0.006 0.002

3～ 8月 の合計 0。 148 0.126 0。 192 0。 165 0.130

年間合計 0.244 0.165 0.270 0。 183 0.142



2.確 率論的な線量推計
6歳以下

摂取期間 中央値 90パーセンタイル

3月 0.009 0.022

4月 0.007 0.013

5月 0.008 0.014

6月 0.007 0.013

7月 0.008 0.012

8月 0.008 0.OH

3～ 8月 の合計 0.047 0.085

年間合計 0.095
ｎ
ｕ

Ｅ

Ｊ

7-12歳

摂取期間 中央値 90パーセンタイル

3月 0.028 0.074

4月 0.OH 0.022

5月 0.009 0。 016

6月 0.008 0.016

7月 0.008 0.012

8月 0.008
ｎ
ｕ
ｎ
ｕ

3～ 8月 の合計 0.072 0.151

年間合計 0.120 0.217

13-18歳

摂取期間 中央値 90パーセンタイル

3月 0.020 0.057

4月 0.009 0.020

5月
ｎ
ｕ

ｎ
ｕ

ｎ
ｕ 0.018

6月 0.008 0.017

7月 0.008 0.012

8月
ｎ
Ｕ

０
４

ｎ
Ｕ

ｎ
ｕ

２
Ｕ

ｎ
ｕ

3～ 8月 の合計 0.067 0。 140

年間合計 0。 139 0.236



90パーセンタイル

3～ 8月 の合計

【考察と課題】

1 暫定規制値で管理された状況において、平均的な摂取での自然放射線量 *

などと比較 しても大きくない値に留まると推計された。

*自然放射性物質 (放射性カリウムなど)の摂取による年間預託実効線量 (日本平均)は 0.4mSv

程度である。

また、自然放射性物質のポロニウム 210の摂取による年間預託実効線量は、国内でも都市

別の平均実効線量として 0.2mSv～ 0.8mSv程度のバラツキがあり
111、 こうした変動幅と比べ

ても福島原発事故後の食品からの追加の被ばく線量は大きなものではないと考えられる。

2 ただし、比較的高い濃度の食品のみを摂取する個人に対 しては遇小評価 と

なっている可能性もある。実態を知るには目的に応 じた トータルダイエッ

ト研究 *が有用であると考えられる。

*人が通常の食生活において、特定の化学物質などをどの程度摂取しているかを推定す

る方法。

*平成23年度 3次補正より、食品の放射性物質汚染状況や摂取状況の調査を行う。

3 この推定の妥当性や意味づけは、その他の内部被ばく調査やトータルダイ
エット研究等と比較しつつ、検証 0分析することが考えられる。

4 測定対象核種以外の寄与は、放射性セシウムとのスケーリングファクタ (放
射性セシウムとその他の放射性物質との濃度の比)などを考慮して推計す

ることが考えられる。

i平成 22年度受託調査 (厚生労働省医薬食品局食品安全部基準審査課)食品摂取頻度・摂
取量調査の特別集計業務 報告書 (主任研究者 :西信雄)
ii http:〃ci.nii.acojp/naid/110003375549

‖食品中の有害物質等の摂取量の調査及び評価に関する研究 (主任研究者 :松田りえ子)
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資料 3-1
除染作業等に従事する労働者の放射線障害防止に関する専門家検討会

開催要綱

1 趣旨
平成 23年 3月 11日 に発生した東日本大震災に伴 う東京電力福島第一原子力

発電所の事故 (以下「原発事故」という。)により放出された放射性物質の除

染等作業及び廃棄物の処理等については、平成二十二年二月十一日に発生した

東北地方太平洋沖地震に伴 う原子力発電所の事故により放出された放射性物

質による環境の汚染への対処に関する特別措置法により、環境省において作業

の基準等を定めることとされているが、これら基準等に対応し、除染作業等に

従事する労働者の放射線障害防止対策について検討を行う必要がある。

このため、厚生労働省において、有識者の参集を求め、被ばく管理、作業上

の措置、健康診断等の除染作業等に従事する労働者の放射線障害防止対策のあ

り方について検討会を開催する。

2 検討項目
(1)対象作業

ア 原発事故により放出された放射性物質に係る除染等の作業

イ 原発事故により放出された放射性物質に係る廃棄物の処理、処分、運搬
等の作業

ウ その他関連作業

(2)放射線障害防止のための措置等

ア 被ばく管理の方法

イ 外部被ぼく低減のための措置
ウ 汚染拡大防止、内部被ばく防止のための措置

工 労働者教育の内容

オ 健康管理のための措置

力 その他

3 構成
(1)本検討会は、厚生労働省労働基準局安全衛生部長 (東電福島第一原発作業

員健康対策室長)が、別紙の参集者の参集を求めて開催する。

(2)本検討会には座長を置き、座長は検討会の議事を整理する。

(3)本検討会の参集者は、必要に応じ追加することができる。

(4)本検討会は、参集者以外の者に出席を求めることができる。

4 その他
(1)本検討会は、原則として公開する。ただし、個人情報、企業秘密等を取り

扱うなどの場合においては、非公開にすることができる。

(2)本検討会の事務は、厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課において

行う。



参集者 (五十音順)

大迫 政浩 独立行政法人国立環境研究所

資源循環・廃棄物研究センター長

金子 真司 独立行政法人森林総合研究所

放射性物質影響評価監

小林 独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構

中央農業総合研究センター

作業技術研究領域長

杉浦 紳之 独立行政法人放射線医学総合研究所

緊急被ばく医療研究センター長

中山 真一 独立行政法人日本原子力研究開発機構

福島環境支援事務所 副所長

古田 定昭 独立行政法人日本原子力研究開発機構

東海研究開発センター

核燃料サイクルエ学研究所放射線管理部部長

松村 芳美 公益社団法人産業安全技術協会

参与

森 晃爾 学校法人産業医科大学

産業医実務研修センター所長 教授

オブザーバー

廣木 雅史 環境省 廃棄物・リサイクル対策部

産業廃棄物課長

永浜 享 環境省 水・大気環境局 土壌環境課 課長補佐



資料3-2

検討会の進め方について

1 ガイドライン原案の作成

(1)除染等の作業、廃棄物の処理口運搬口処分等に従事する者に対する放射線

障害防止対策を策定する際には、以下の点に留意する必要がある。

ア 被ばく低減対策など、一律に一定の基準を義務付けるよりも促進的に取

り組んだ方が効果的な対策が多いこと

イ 新たな情報を踏まえて柔軟に対策の内容を見直す必要があること
(2)これらを踏まえ、本検討会においては、可能な限り多様な除染作業、廃棄

物処理・運搬口処分における作業内容を収集し、具体的かつ実用的な対策を

盛り込んだガイドラインの原案を作成する。

なお、このガイドラインは労働者を対象としたものであるが、必要に応じて、

住民や農業従事者が活用することもさしつかえない。

2新 たな規則 (省令)に盛り込むべき内容の提言

上記ガイドラインに盛り込まれた対策のうち、義務として担保すべき事項につ

いて、提言をいただく。

3今 後のスケジュール

(1)検討会の開催

ア 第2回 10月 31日 18ЮO-2000

イ 第3回 11月 14日 13:30-15:30
ウ 第4回 11月 21日 1■30-1730

(2)厚生労働省では、検討会の検討結果を踏まえ、除染作業等に従事する者に

対するガイドラインを作成するとともに、そのうちの一部事項について、新た

に制定する規則に盛り込むこととする。

(3)パブリックコメント、労働政策審議会、放射線審議会への諮問口答申を経た上

で、平成24年 1月 1日にガイドライン及び新たな規則の施行を目指す。
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● 電離則でいう「放射線業務」
(安衛令別表第 2)
一～三 略
四 厚生労働省令で定める放射性物質
を装備している機器の取扱の業務

五 前号の放射性物質又はこれによっ
て汚染された物の取扱いの業務

六～七 略
● 厚生労働省令で定める「放射性物質」
(電離則別表第 1)
以下に掲げる数量及び濃度を超える場
合に、電離則上の放射性物質となる。

●電離放射線障害防止規則で定める規制

=「放射線業務」を行う事業者に対する規制

(1)管理区域、線量測定、線量限度
① 実効線量が1.3mS∨/3月を超える区』
等を、管理区域に設定

② 管理区域内に立ち入る労働者の外部線
量と内部線量を測定

③ 線量限度は、50mS∨/年かつ100
mS∨/5年。女性については5 mSv/3旦
(注)緊急作業においては、100mS∨/一緊
急作業 (「福 1」 では250mS∨)

(2)放射性物質の取扱い
防じんマスク、保護衣類等の使用、作業室

内での喫煙・飲食の禁止など

(3)健康管理等
特殊健康診断の実施 (放射線業務従事者に

ついて 6月に 1回)など

<セシウムの場合、 1万Bo/kg>

放射性同位元素の

種類
数量 (Bq) 濃店[(Bq/kg)

134-Cs 10,000 10,000

137-Cs 10,OOO 10,OOO



「市町村による除染実施ガイドライン」 (H23日 8。26原子力災害対策本部)

●1-20mS∨/年の地域における、市町村が実施する除染作業のためのマニュアル。
線量が高い場所等の作業は、専門業者に依頼して除染を実施すべきとされている。
●事業として除染を行う方の線量管理方法A

① 従業員全員の個人線量計を携帯させ、被ば<線量を記録
② 被ば<線量は20mSv/年を上限
③ 防塵マスク、ゴム手袋、ゴム長靴等の着用
④ 飲食・喫煙を控える
⑤ 作業後、手足・顔など露出部を洗う
⑥ 作業後、屋内に入る際にlltの泥を落とし、服を着替える
⑦ 健康診断の実施
③ 放射線に関する知識を得る機会を提供

12 厚生労働省による行政指導通達  (H23.9.9.基安発0909第 1号 都道府県労慟量量あて) |
● 市町村ガイドラインに定められた専門業者が除染作業に労働者を従事させる際の措置を定めたもの。
「市町村ガイドライン」に定められた事項を実施することに加え、以下を実施する
漫」定した外部被ば<線量を一日ごとに記録し、労働者に通知するとともに、適切に保存
男性労働者は20mS∨/年、女性労働者 (妊娠の可能性のある者)は5mSv/3月 を上回らない
防塵マスクは、国家検定品 (捕集効率99.9%以上のもの)を使用する
作業場所で飲食・喫煙をさせない

汚染防止に有効な保護衣類、手袋、履物を使用させる
放射性物質等に関する矢□識、除染の作業方法、使用する機器、関1系法令等について教育する

除染に常B寺従事する労働者に電離放射線特殊健康診断を6月ごとに実施

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦



11 環境省との導準             |
●環境省が検討している放射性物質汚染対処特措法に基
づ<作業等の基準等と整合性を図るべ<、 環境省主催の
検討会にオブザーバーとして参加。
●また、環境省には、事前に検討会内容を説明の上、そ
の了解のもとに、環境省の検討会の委員うち3人を当省
の検討会に参集している。

|五

~藤

栗葉薫晉芹あ蓮嘉
~~~~I~:¬

●農地、森林の除染作業との整含性を図るため、

農林水産省に事前に検討会の内容を説明の上、

農地及び森林における除染作業の専門家を推薦
いただいた。

12 除染モデル事業との連携      |~ | |_■__林射穆琴議会との連携       |
● 放射線審議会との連携を図るため、現存被
ば<の参考レベルを審議している同審議会基本
部会にオブザーバーとして参加している。
●新たな規則についても、放射線審議会に諮問

を行う予定である。

● 原子力災害対策本部が実施している除染モデル事業
との整合性を図るため、同本部に事前に検討会の内容を

説明の上、その了解のもとに、除染モデル事業を受託し

ている (独)日本原子力研究開発機構から、モデル事業
担当者を厚生労働省の検討会に参集している。
● 除染モデル事業と連携を図るため、日本原子力研究
開発機構が募集する除染実施者の評価基準作成へ参画し、

同機構が開催する専門家会含への参加も行う予定。

氏名 所 属 備 考

大迫 政浩 (独)国立環境研究所 環靖省環情回復検討会、廃棄物検言」会委員

金子 真司 (独)森林総合研究所 需林水産省からの推薦

小林 恭 (独)農業・食品産業技術総含研究機構 農林水産省からの推薦

杉 )甫 紳 之 (独)放射線医学総合研究所 程 情 省 廃 彗 物 檜 討 会 呑 昌

巾 lll亘一 (独)日本原子力研究開発機構 日本原子力研究開発機構からの推薦

古田 定 B召 (独)日本原子力研究開発機構 環境省環境回復検討会委員

Ar/さ木寸 デ寺E碁 (村 )産業参令持術協会
森 晃爾 産業 医科大学



資料 3-3

対策の検討に当たつての論点

1 被ばく線量管理の対象

(1)関係法令の規定

ア 電離則では、管理区域(1.3mSV/3月 、2.5μ Sv/h相 当)に立ち入る者 (放射

線業務を行わない者を含む)を被ばく線量の測定及び管理の対象としてい

る。

イ 電離則では、セシウムについては、濃度が 10,000Bq/kgを超え、かつ、数量
が 10,000Bqを超えるものを「放射性物質」として定義している。

ウ 放射性物質汚染対処特措法に基づく環境省令の基準では、除染の対象と

なる地域 (除染状況重点調査地域口特別汚染地域)として、0.23μ Sv/h以上

(lmSv/年相当)の地域が想定されている。指定廃棄物としては 8,000Bq/kg

以上のものが想定されている。

(2)留意事項

ア 除染作業等においては、電離則が想定している、線源が管理された状況で

はなく、どこに高濃度の土壌等があるのかわからない状態で線量管理を行

う必要がある。

(3)検討のポイント

ア 被ぱく線量管理の対象者については、どのように考えたらよいか。

例えば以下のオプシヨンがあるのではないか。

① 一定の区域(地域)に立ち入る者(作業内容に関わりなく)を線量管理の対象

とする

② 除染作業、廃棄物処理作業等、二定の作業を行う者と対象とする

③ 一定の区域(地域)に立入り、かつ一定の作業を行う者を対象とする

イ「一定の区域(地域)」については、どのように考えたらよいか。

例えば、以下のオプションがあるのではないか

① 電離貝Jの管理区域相当の空間線量のある区域(1.3mSv/3月、2.5μ Sv/h相

当)

② 放射性物質汚染対処特措法に基づく除染の対象となる地域(除染状況重点

調査地域(0.23μ Sv/h以上(lmsv/年相当)及び特別汚染地域)

ウ「一定の作業」については、どのように考えたらよいか。

例えば、以下のオプションがあるのではないか。

① 電離則での放射性物質(10,000Bq/kg以上)を取り扱う作業(除染作業、廃棄

物処理・運搬・処分等)

② 放射性物質汚染対処特措法に基づく指定廃棄物(8,000Bq/kg以上)相当の

汚染物、特別区域内廃棄物の取扱作業(除染作業、廃棄物処理・運搬口処分

等)

③ 除染、廃棄物の処理・運搬・処分等の作業

④ 除染、廃棄物の処理・運搬`処分等の作業以外の作業も含む



2被 ばく線量管理の方法

(1)関係法令の規定

ア 電離則では、外部被ばく線量の測定は個人線量計により、日々測定するこ

と、内部被ばくについては、管理区域 (1.3mS↓ /3月 、2.5μ Sv/h相 当)のうち

放射性物質を吸入摂取し、又は経口摂取するおそれのある場所に立ち入

る者を対象に、3月 に1回測定することとしている。

イ 電離則では、被ぱく限度を5年 100msv以下、年 50mSv以下としている。
(2)留意事項

ア 測定機器・装置の確保可能性についても留意する必要がある。

(3)検討のポイント

ア 内部被ばく測定の対象者について、どう考えたらよいか。
例えば、以下のオプションがあるのではないか。

① 管理区域(1.3mSv/3月 、2.5μ Sv/h相 当)に相当する空間線量のある場所で

作業した者を対象とする

② 管理区域の設定下限である、年 5mSvを超える外部被ばくをした者を対象と

する

イ 線量管理を行う者全員を対象とする。
ウ 被ばく限度について、どう考えたらよいか。
① ICRPにより、現存被ばくの状況で除染、廃棄物の処理口運搬・処分等の業務

を行う者には、職業被ばく限度として計画被ばく限度が適用される。(5年

100mSv以下、年 50mSv以下)

② 除染等の作業以外の作業をする労働者に対する被ぱく限度は明確になつて

いイェい。



3被 ばく低減のための措置

(1)作業計画の策定とそれに基づく作業

ア 作業内容

作業方法、場所、作業者の構成、使用機械口器具、作業条件、作業環境等

イ 被ばく低減計画
① 放射線環境モニタリング、推定被ばく線量、線量目標値

② 換気口遮蔽等の設置計画

(2)作業手順の作成と遵守

ア 作業時間短縮(事前の訓練等)

イ 作業管理
① 接近ルート、作業場所、待機場所の設定

② 労働時間管理、線量計アラームの設定と鳴った場合の措置

(3)作業指揮者

ア 作業計画及び作業手順の作成

イ 作業計画に関する打ち合わせの実施
ウ ツールボックスミーティング(作業開始前の確認)の実施

工 作業指揮の実施

(4)検討のポイント

ア 被ばく低減計画のための環境モニタリングの実施方法として、どのようなも

のがよいか。

① 空間線量の測定方法

② 空気中濃度の測定方法

イ 作業場所のレイアウトとして、どのようなものがよいか。
① 着替えポイント、スクリーニングポイント

② 休憩場所の配置等

ウ 被ばく線量の推定と線量目標値の目安について、どうか。



4汚染拡大防止、内部被ばく防止のための措置

(1)汚染拡大防止

ア 飛散防止

① 密封ハウスロ局所排気装置の設置

② 作業終了後の清掃口除染

イ 作業者による汚染拡大防止
① 靴の交換、手袋の交換・破棄

② 粉じん作業等における養生

③ 身体、持ち出し物品のスクリーニング

ウ 物品の搬出・搬入

① 使用機器の事前養生、事後除染

② 物品搬出時のサーベイの実施

工 高濃度汚染物の取扱い

① 周囲の立入制限口表示

② 移動時の周辺被ぱくの防止

(2)身体菫内部汚染の防止

ア 養生等

① 汚染物運搬時の養生の実施

② 作業場所の清潔の維持

イ 作業管理
① 適切な保護具の着用

② 飲食・喫煙の禁止

(3)検討のポイント

ア 密閉ハウスロ局所排気装置を設置するための基準についてどうか。

イ 養生をすべき作業の基準についてどうか。
ウ スクリーニングの CPM基準についてどうか。
1工 「高濃度汚染物」の基準についてどうか。

オ マスクの種類、捕集効率 (空間線量や作業内容で区別すべきか)

力 使用すべき保護衣の性能 (空間線量や作業内容で区別すべきか)



5労働者教育の内容

(1)関係法令

ア 雇入れ時・作業変更時の教育(労働安全衛生規則第35条 )

① 機械等、原材料等の危険性又は有害性及びこれらの取扱方法

② 安全装置、有害物抑制装置又は保護具の性能及びこれらの取扱方法

③ 作業手順

④ 作業開始時の点検

⑤ 当該業務に関して発生するおそれのある疾病の原因及び予防

⑥ 整理、整頓及び清潔の保持

⑦ 事故時等における応急措置及び待避

イ 原子炉施設において核燃料物質等を取り扱う業務特別教育(電離則52条
の7)

① 核燃料物質若しくは使用済燃料又はこれらによつて汚染された物に関

する知識(30分 )

② 原子炉施設における作業の方法(1時間30分 )

③ 原子炉施設に係る設備の構造及び取扱方法(1時間30分 )

④ 電離放射線の生体に与える影響(30分 )

⑤ 関係法令(1時間)

⑥ 原子炉施設における作業の方法及び設備の取扱(実技2時間)

(2)検討のポイント

ア 教育内容に付け加えるべき内容はあるか、不要な事項はあるか。

イ 教育時間はどの程度必要か。



6健康管理のための措置

(1)関係法令

ア 電離放射線特殊健康診断(電離則56条 )

放射線業務に常時従事する労働者で管理区域に立ち入る者に対して以下

の項目の検査を実施(医師の判断により、省略可)

① 被ばく歴の有無の調査及びその評価

② 白血球数及び白血球百分率の検査

③ 赤血球数の検査及び血色素量又はヘマトクリット値の検査

④ 白内障に関する目の検査

⑤ 皮膚の検査

(2)検討のポイント       「
ア 健康診断対象者の考え方

① 線量管理の対象者のうち、常時従事する者を対象とするのが基本だが、そ

れ以外の者に実施する必要があるか。

イ 健康診断項目についての考え方
① 不要な項目があるか。

② 追加する必要のある項目があるか。

7その他



低線量被ばくのリスク管理に関するワーキンググループの開催について (案 )

1.趣旨
東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故による放射性物質汚染対策に

おいて、低線量被ばくのリスク管理を今後とも適切に行っていくためには、国際

機関等により示されている最新の科学的知見やこれまでの対策に係る評価を十

分踏まえるとともに、現場で被災者が直面する課題を明確にして、対応すること

が必要である。

このため、国内外の科学的知見や評価の整理、現場の課題の抽出を行う検討の

場として、放射性物質汚染対策顧問会議 (以下 「顧問会議」という。)の下で、

低線量被ばくのリスク管理に関するワーキンググループ (以下「WG」 という。)

を開催する。

2.構成等
(1)WGの 構成員は、顧問会議座長が指名する。
(2)WGに 、顧問会議座長の指名により主査を置く。
(3)顧問会議の構成員は、WGに 出席することができる。
(4)WGは 、必要に応じ、関係者の出席を求め、意見を聴取することができる。
(5)その他、WGの運営に関する事項その他必要な事項は、座長が定める。
(6)WGの 庶務は、関係行政機関の協力を得て、内閣官房において処理する。


